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平成２９年労第１６４号  

 

主  文 

 労働基準監督署長が、平成○年○月○日付けで再審査請求人に対してした労働者災

害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付及び休業補償給付を支

給しない旨の処分は、これらをいずれも取り消す。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、平成○年○月○日、Ａ会社（以下「会社」という。）に雇用され、Ｂ

所在の会社Ｃセンター（以下「営業所」という。）において、新車のオプション装

備の取付作業員として就労していた。 

２ 請求人は、平成○年○月○日午前○時○分頃、出勤の準備中に急に立ち上がれ

なくなり、Ｄ病院に受診したところ、「うっ血性心不全、拡張型心筋症、心原性肺

水腫」（以下「本件疾病」という。）と診断された。請求人によると、月平均１０

０時間前後の常態的な長時間労働及び無休日・短休日の状況が長期にわたって続

いていたという。 

３ 本件は、請求人が、本件疾病を増悪・発症したのは業務上の事由によるもので

あるとして、療養補償給付及び休業補償給付を請求したところ、監督署長はこれ

らを支給しない旨の処分（以下「本件処分」という。）をしたことから、本件処分

を不服として同処分の取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査請

求をしたところ、審査官が平成○年○月○日付けでこれを棄却する旨の決定をし

たことから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 

（略） 
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第４ 争  点 

請求人に係る本件疾病の増悪・発症が、業務上の事由によるものであると認めら

れるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、平成○年○月○日及び翌○日に発生した心不全の発作に関し、後

に、Ｅ医療センターにおいて、「拡張型心筋症」と診断されているところ、Ｆ医

師は、同疾病は請求人が有していた基礎疾病であるとしており、また、再審査請

求代理人も同旨の意見を述べているところ、当審査会としても、請求人が「拡張

型心筋症」の基礎疾病を有していたものと判断する。 

 （２）Ｇ医師によると、「拡張型心筋症」の主な病態は、心筋収縮不全による心不全

症状にあるとされ、また、Ｈ医師及びＦ医師によると、拡張型心筋症は医学的に

原因不明であり、遺伝的素因やウイルス感染、自己免疫異常などの関与が考え

られ、同疾病へのり患が業務と関連性を持つものではないとされている。以上

の医学的所見に鑑みると、請求人は、業務とは関連性を持ちえない基礎疾病と

して拡張型心筋症を発症していたものであり、本件においては、請求人の業務

が同疾病を著しく増悪せしめたか否かを検討すべきものとなる。 

（３）ところで、虚血性心疾患等に係る業務起因性については、厚生労働省労働基

準局長が「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認

定基準について」（平成１３年１２月１２日付け基発第１０６３号。以下「認定

基準」という。）を策定しており、当審査会としても、その取扱いを妥当なもの

と判断する。 

    認定基準の考え方によれば、高血圧性心疾患や心筋症のような業務が原因で

あるとは認められない基礎疾患を有する場合、基本的には、これらの心臓疾患

が原因となって慢性的な経過で増悪し、又は不整脈等を併発して死亡等の重篤

な状態に至ることが多いので、単に重篤な状態が業務遂行中に起こったとして

も、直ちに、業務と発症との関連を認めることはできない。しかしながら、当審
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査会としては、高血圧性心疾患や心筋症等の業務が原因であるとは認められな

い基礎疾患を有していたとしても、その病態が安定しており、直ちに重篤な状

態に至るとは考えられない場合であって、業務による明らかな過重負荷によっ

て急激に著しく増悪し重篤な状態に至ったと認められる場合には、業務と発症

との関連を認めてしかるべきものであると思料する。 

（４）そこで、上記の考え方に照らし、業務による過重な負荷が請求人の基礎疾病

を増悪させたか否かを検討すると、以下のとおりである。 

   当審査会では、請求人の基礎疾患としての拡張型心筋症の病態の状況及び増

悪要因等について検討を尽くす必要があるものと判断し、Ｉ医療センター循環

器内科Ｊ医師に鑑定意見を依頼したところ、同医師は、詳細な医学的意見を提

出した。 

（５）まず、本件疾病の増悪ないし発症前に、請求人の病態が安定していたか等に

ついて検討すると、Ｇ医師は、平成○年○月○日付け鑑定書において、「請求人

の症状は安定していたが、この間にも心筋の変化は進行していたものと考えら

れる。」と述べているが、当該心筋の変化を推認し得る具体的な事実を示してい

るものではなく、当該所見は、同疾病の経過変化に係る一般論を述べたにとど

まるものであると考えることが相当である。これに対して、Ｊ医師は、比較的長

時間労働を余儀なくされていた状態で特に心症状（息切れ・動悸など）を自覚せ

ず過ごしていたことなど、請求人の実際の症状経過等を詳細に検討した上で、

「病態は全く安定しており、直ちに重篤な状態に至るとは考えられない状態で

あった。」と述べている。 

   当審査会としては、本件疾病発症時に請求人の病態に係る変異を示唆する事

情が見当たらない以上、請求人の病態は、少なくとも、直ちに重篤な状態に至る

ものではなかったものと判断する。 

（６）次に、業務による明らかな過重負荷が存在していたと認められるかについて

検討すると、請求人の時間外労働時間数は、発症前１か月に１３６時間１７分、

発症前２か月間の１か月あたり平均時間外労働時間数は１０２時間５２分であ

り、著しく過度な長時間労働に従事していたと判断し得るものとなっている。

また、業務内容についてみても、自動車の電装部品の取付けという常時注意力

を要する業務であり、決して密度が低いとはいえないものであった。 

（７）さらに、請求人が上記過重負荷によって急激に著しく増悪し重篤な状態に至
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ったかについて検討すると、Ｇ医師は、拡張型心筋症という疾患が進行性で予

後不良なものであるとして、請求人は自然的経過で発症したものであるという

趣旨の意見を述べているところ、確かに、同疾病が進行性であることは事実で

あり、請求人についても、たまたま上記発作発生日に顕著な症状が出た可能性

は否定できない。しかしながら、上記のように、請求人は発作直前の時期におい

て、極めて過密な労働に従事していた事実があり、当審査会としては、当該労働

による著しい負荷によって同疾病が急激に増悪したとみる方が妥当であると判

断する。 

（８）以上のように、請求人の病態は安定していたところ、請求人は長期間におい

て特に過重な労働に従事したために、同疾病が急激に増悪し重篤な状態に至っ

たものであることから、請求人に係る本件疾病の増悪・発症と業務との間には

相当因果関係が認められるものと判断する。 

３ 結  論 

以上のとおり、請求人に係る本件疾病の増悪・発症は、業務上の事由によるもの

と認められるから、本件処分を取り消すこととして、主文のとおり裁決する。 

 


